












































































































































2002年にマ ドリッドで開催された国連主催 「高齢化に関する国際会議」で採択された 「高齢化に関する
国際行動計画」を反映したものである。
6)2004年第43号は 「高齢者福祉の取り組み実施に関する政府規則」






























年の 「高齢者福祉のためのガイ ドライン」(社会省)の策定は、2002年スペイン ・マ ドリッドで国連により
開催された 「第2回 高齢化に関する世界会議」で採択された 「高齢化に関する国際行動計画」を反映する
ものであった。世界会議の行動計画で示された優先的方向性、(1)高齢者と開発、(2)高齢期間における健康
と福祉の増進、(3)活動可能かつ支援的な環境の確保、といった視点は、高齢者を受け身的な存在ではなく
能動的な存在として捉え直すもので、これと同じ時期に世界保健機構WHOが 提唱 した 「アクティブ ・エ













6 イ ン ドネ シアにお ける高齢化 とその対応 一 予備 的報告 一
す地 域 を見 る と、 ジ ョグジ ャカ ル タ特 別 州14.02%、中部 ジ ャ ワ州10.99%、東 ジ ャ ワ州10.92%と、 ジ ャ
ワ諸 州 が上 位 を 占 め、続 いて バ リ州10.79%、南 ス ラ ウェ シ州9.03%、北 ス ラ ウ ェシ州8.91%、西 ネ サ テ
ンガ ラ州8,69%、西 スマ トラ州8.86%、ラン プ ン州8.29%、東 ヌサ テ ン ガ ラ州8.01%、西 ジ ャ ワ州7.95%、
マル ク州7.27%、西 ス ラ ウェ シ州7.09%の順 で あ る。 こ こに あ げた13州 の うち上位10州 に っ いて 、ま と
めた の が 【表1】 で あ る。
表12009年の高齢者率、婚姻ステータス、学歴
州 高齢者率 女性高齢者率 未婚 結婚 離別 死別 未就学 小学校中退
ジョグジャカノレタ 14.02 15.23 1.2061.831.75 34.9840.65 20.73
中部ジヤ ワ 10.99 11.77 0.5059.79 1.91 37.71 39.07 28.73
東ジヤワ 10.92 11.94 0.7254.922.3042.06 40.72 26.15
バ リ 10.79 11.44 4.0563.26 1.27 31.42 47.29 22.14
南スラウェシ 9.03 10.02 3.6754.932.99 38.40 42.43 25.93
北スラウェシ 8.91 9.74 2.8260.911.8234.46 2.88 27.83
西 スマ トラ 8.86 9.77 0.3654.634.40 40.62 8.74 41.85
西ヌサテンガラ 8.69 9.37 1.8160.97 3.67 33.5555.29 24.73
ランプン 829 8.71 0.3063.471.59 34.6531.17 18.77












性別 未婚 結婚 離別 死別 合計
男性 1.10 83.25 0.99 14.66 100.00
女性 2.15 45.01 2.74 50.10 100.00











なお、表1中 、バ リと南スラウェシは他地域に比べて、未婚者の割合が高いこと、西スマ トラでは男女合
わせた離別者の割合が高いことなどは、社会文化的な要因の介在を示唆 し一考に値するが、本稿の目的で
はないのでここでは論じない。

















世帯主 夫/妻 親/義理親 他の親族 使用人 その他 計
都
市
男性 89.52 0.32 8.35 1.54 0.05 0.23 100.00
女性 35.21 37.49 22.36 3.92 0.43 0.50 100.00
村
落
男性 87.15 0.19 11.16 1.40 0.01 0.09 100.00
女性 26.66 40.18 29.05 3.84 0.03 0.24 100.00
【高齢 者 プ ロフ ァイ ル2009】の3.3表を一 部 修 正。
次の欄は、世帯主の夫であるか、妻であるかを示 した割合である。男性の0.32%は世帯主の夫であると
されるが、その理由は示されていない18。つぎの親または義理の親とは、世帯主である息子と同居してい
るか、それとも義理の息子と同居 している場合である。女性が夫と離別 ・死別 した場合に、世帯主である
息子、あるいは娘 と暮らす義理の息子(世帯主)と同居することが考えられる。男性の場合も、世帯主であ
る息子か義理の息子かいずれもの場合が考えられる。使用人として、あるいは、非親族と暮らすケースは






性別 宗教 手工芸 ス ポー ツ 芸術 アリサン 葬式 その他
都
市
男性 62.87 0.25 4.65 1.04 19.56 43.87 30.08
女性 55.98 0.37 2.45 0.44 24.66 30.95 18.71
村
落
男性 62.70 0.21 1.09 0.77 14.99 46.84 32.06
女性 49.79 0.17 0.40 0.29 1ao1 34.08 19.31
































































































を超え、高齢者人口は概算で54万 に達する。 したがって、それ らの高齢者の中に対 して、上記の公的な
施設の利用可能者数200として、わずか0.037%に過ぎない。ガウ ・マバジの係員によれば、こうした滞
在型の施設に対するニーズは、短観見通しでは、必ずしも高くはないといえるが、高齢者人口増加に伴い二









1)「 プ サ カ」(PUSAKA=PtzsatSantuanKeluarga,CentreforFam■yAssoeiation)
「プ サ カ」(ρusaka)24とは、 イ ン ドネ シア語 で 「祖 先 か らの財 産 、家 宝 」を単語 と して は意 味す る が、 本
グル ー プ名(PUSAKA)はそ の意 味 と略 称 とを か けた語 で ある。 「プ サ カ」 の活動 は1987年に 始 ま った とさ
れ る地域 コ ミュ ニテ ィに基 礎 を置 く活 動 で あ り、貧 しい 高齢 者 を対象 に週3～6回 の食 事 提供 、宗 教 グル ー
プ の活 動 を組織 、そ して障 害 を もつ 高齢 者 に対 して健 康診 断 をお こな うこ とを基 本 と して い る。 ジャ カル
タの5つ の地 区 に106の 「プ サカ 」 が あ る とい う 【Kim&Raha巧02002;Abikusno2009:400】。
一方 、 「プ サ カ61」 と称 す る グル ー プ の ホー ムペ ー ジ に は次 の よ うな記 載 が あ る。
「1991年12月25日PusatSantuanDalamKeluarga(直訳 すれ ば、 「家族 内支援 セ ン ター」 で あ り、後
に"PUSAKA61"を称 す る よ うにな る)を立 ち上 げ た。 そ れ はYayasanHdeahulJannah25の活 動 単位 を な
す。そ の前 身 は、東 ジ ャカル タで30人 の 高齢 者 を対象 に訪 問介 護 をお こ なっ た のが 最初 で ある。本 グル ー
プ は、 食 事 の提 供 をす るだ け で な く、精 神 的 指導26、健 康 サ ー ビス を行 う。 「プ サカ61」 は現 在101人 の
高齢 者 を支援 して お り、 そ の うち100人 が女 性 で あ る。 」
「プサ カ 」 は、 高齢 者 支 援 を 目的 と したNGOと して歴 史 が あ り、 か つ106と い う数 字 が示 す よ うに 、
拡 大 しつ つ あ るNGOで も あ る。 ま た 国 連 人 口基 金 や そ の イ ン ドネ シ ア 側 カ ウ ン タ ーパ ー トで あ る














12 イ ン ドネシア にお ける高齢化 とそ の対応 一 予備 的報告 一
もとつかず、「高齢者」という新しい世代に基礎を置く横断的な組織化であるからである。そしてそうした




































を指す語である。人々は、たとえばパレパ レやマカッサルに 「老人ホーム」(ρ紐 がヵ即 ∂があることを知
っているが、そうした施設に老親を預けることにっいては否定的であり、「それは恥ずべきこと」と考える




末の男児はまだ中学1年 生で自宅から地元中学に通っている。筆者がA氏 夫妻 と最初出会ったおよそ20
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1五 十嵐 忠孝1991「家 族計 画 」pp.108-109参照。1964年、
2イ ン ドネ シア に お け る計 画移 住 政 策 は、 最重 要 政 策 のひ とつ で あ る。 こ の政 策 に よ り、第1次 ～ 第5
次 経済5ヶ 年 計画 が 実施 され た1969年か ら1994年ま で の25年 間 に、イ ン ドネ シア で はお よそ720万
人 の 人・々 が2600の新 しい 開拓 村 に入 植 した とい わ れ る。"lndonesiaresettles7.2m.over25years",
NewStraitn'mes,1995111!28.を参 照。
3開 発 に お いて 女性 の役割 を推 進す る とい う 目的 の も とに始 め られ た 運動 。県 、郡 、村 な ど各 行 政 単位 の
長 の妻 が そ の リー ダー に指 定 され た。 そ の活 動 内 容 は 、① パ ンチ ャシ ラ教 育 、② 社 会 的相 互 扶 助(ゴ ト
ン ロヨ ン)、③ 衛 生 的な 食糧 と栄養 へ の配 慮 、④ 適 切 な衣 服 の選 択 と裁縫 技 術 の習 得 、⑤衛 生 改 善 、空 間
の有 効 利用 のた め の家 屋 内 の整 頓。 ⑥ 新 しい技 能 の教 育 と訓練 、 ⑦ 家族 の健 康管 理 、⑧ 協 同組合 、⑨ 家
庭 ・村 の環 境 の 清潔 さ と調 和 の 維持 、⑩ 家族 計 画 か らな って いた 。
4論 者 に よ って は 「ボ スヤ ン ドゥ」 と表 記 す る場 合 もあ るが 、 同一 で あ る。'」PosPelayananTerpadti(直
訳す れ ば 「統 合 的サ ー ビス派 出 所」)の略 語 で あ る。
51989年ま で は避 妊薬 、避 妊用 具 は 無料 で支 給 され た が 、 その 後 、 自助 努 力 を も とめ る よ うに なっ て い
る。1995年、南 ス ラ ウ ェシ にお い て家 族 計画 普 及 員 に筆 者 が訊 ねた と ころ、世帯 の経 済状 態 を み て判 断
す る との こ とで あ った。





さ らに2000年には2.3人に 至 って い る。
8な お付 言す るな らば 、公 務 員 に は家 族 計画 へ の 参加 が半 ば 強制 的 義務 づ け られ るな ど、この プ ロ グラ ム


















イ ン ドネシアにおける高齢 化 とその対応 一 予備的報告 一 17
土 地 、地域 紛 争」(合田濤編 『東 南 ア ジア 島 嘆部 諸 民族 にお け る地 方 政 治 と政 治文 化 の社 会 人 類 学的 研 究』)
所 収 、23-32頁を参 照 。 な お 、 ワ ヒ ッ ド大 統領 時代 以 後 、イ ン ドネ シア の移 住 政策 が全 く姿 を消 した わ
けで は ない 。 地方 分 権化 体 制 の 中 で、 以 前 の国 家 主導 が 地 方 の州 ・県政 府 主 導 に代 わ って 、継 続 して い
る。
15社 会 保 障制 度 の 詳細 につ い ては 、 【公 益 財 団 法人 年 金 シ ニア プ ラ ン総 合研 究 機構(編)
2013】、 【福 岡藤 乃2010】を参 照 の こ と。
16「高 齢者 の 日」を5A29目 にす る こ と は、スノ〉レト大 統 領 時代 の1996年に 取 り決 め られ た。ただ し、
各省 庁 あげ て の盛 大 な行 事 にな る のは 、 高齢 者 が 注 目され始 めた2000年代 半 ば以 降 の こ とで ある。
171980年代 半 ば 、南 ス ラ ウェ シの村 落 部 の調 査 地 に お け る筆者 の 「養父 」 で あ っ た小 学校 長M氏 は 、
と くに農 業 労働 者 の親 た ちが 子 ども学校 に通 わせ ない と言 って 嘆 い た こ とが あ る。1980年代 でそ う した
傾 向 が認 め られ た の だ か ら、 それ 以 前 な らばな お さ らで あ った で あ ろ う。 村落 部 で は 、子 ども重 要 な労
働 資源 で あ っ た。
18南 ス ラウ ェシや ジ ャ ワで は、 男 が妻 方 居住 を した場 合 で も、妻 の父 が 亡 くな る と、 婚入 した夫 が世 帯
主 に な る傾 向 が あ る。 この0.32%は何 らか の理 由で そ うな らなか っ た場 合 を示 す とい うこ とだ ろ うか。
19な お 、子 ど もの いな い 高齢 者 につ いて 、彼 ら/彼 女 らが どの よ うな調 整 を行 うかに つ いて は 、東 ジ ャ
ワで調 査 を行 ったKreagerらの研 究 が あ る。 【Kreager&Schroder-But七erfiU(eds)2004】を参 照。
20た だ し、 この活 動 項 目に は、 人 と人 との談 笑 とい っ たあ ま りに 日常 的 な、 しか し高齢 者 に とって は 重
要 な活 動 が 、項 目 と して 欠 け てい るよ うに も思 われ るの で 、追 っ て再 調 査 が必 要 とな るだ ろ う。
21`panti/bmρdは、 日本語 の 「老人 ホー ム」 とい う語 の ニ ュ ア ンス に非 常 に 近 い。`iomρdとい う語 に つ
い て は、先 にふ れ た。
22ア ジ ア女 性基 金 は 、イ ン ドネ シ ア にお ける従 軍 慰 安婦 問題 の解 決 に 向 け、日本 政 府 よ り設 立 され た。 ア
ジ ア女性 基 金 は イ ン ドネ シ ア社 会省 とMOUを 結 び、 国 内 の高齢 者 福 祉施 設 の建 物 の修 繕 、建設 を行 っ
た。
23老 人 ホー ム に老 親 を託 す こ とは、 一般 に躊 躇 され る傾 向 に あ る こ とが、 ニ ーズ の 高 ま りを あ る程度 抑
制 す る結 果 にな っ てい る と考 え られ る。
24活 動 につ い ては 、KimDungDO-Le&YhHitaRaha均02002を参 照 。
25同 組 織 の ホー ム ペ ー ジ に よれ ば、1998年、教 育 、手 工芸 、 宗教 の領 域 での 活動 を 目的 に立 ち上 げ られ
たNGOで あ る とい う。
26イ ン ドネ シ ア にお け る高 齢者 福 祉 と して経 済 的 のみ な らず 「精神 的安 定(豊か さ)」も謳 わ れ て い る。その
意 味 で 、高 齢者 支 援 に 宗教 活 動 が伴 うの は 、む しろ 目的 に か な うと考 え られ る。
27他 の州 ・県 にお い て も同様 の高 齢者 組 織 が 見 出 され るか否 か は今 後 の 調査 の課題 で あ る。 あ るい は、
別 の組 織 や グル ー プ が こ こで い う「高 齢者 ク ラブ 」(KarangMZerctha)と同様 の機 能 を もっ て い る可能 性
はあ る だ ろ う。
28KarangWerdhaDEWATAのホー ム ペ ー ジか ら。 ただ し、東 ジ ャワ州 知 事 の発 令 で ダ ウ ン ロー ド可能










18 イ ン ドネシアにおける高齢 化 とその対応 一 予備的報告 一
ギス語の影響からか、祖父、祖母はともに`ηθηθ左と呼ぶのが一般的である。
33先述した 「福祉ある家族プログラム」が進行した1990年代、「老親に孫を預けるな」という政府キャ
ンペーンがなされていた。その意図は 「老親を子守役からの解放」であったが、成功したように見えな
い。老親に子守を頼むことをネガティブに捉えるのは、子守は使用人に任せればよいという都会のエ リ
ー トの発想であったように思える。
34同委員会の有識者にはアビクスノのように欧米で老年学、社会福祉を学んだエリー トが含まれる。
